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 １．目的   
本研究の目的は、全国の児童家庭支援センターの地域における実態を明らかにす
ることと、社会的養護における児童家庭支援センターの役割を明らかにすること、
の２点である。  
２．方法  
（１）アンケート調査   
2012 年度実績のある全国 90 か所の児童家庭支援センターへ設置運営要綱にそっ
た現況調査票を作成して郵送し、同意を確認した上で記入と返送をお願いした。  
（２）インタビュー調査 
  アンケート調査を補完するため５ヵ所の児童家庭支援センターを訪問し、アン
ケートの設問にそって半構造化したインタビュー調査を行った。  
（３）倫理的配慮  
  本調査の実施およびデータ分析は、対象者の人権に十分に配慮し、調査対象の児童
家庭支援センターへ本調査の趣旨とともに機関や個人が特定されない様に結果の処
理を行うことを説明した。なお、本学の倫理委員会の承認を得て調査を行った。  
３．結果  90 ヵ所へ郵送のうち 79 ヵ所から回答があり、回収率は、87.8%であった。 
（１）職員の属性：職員の在職年数は 0 年から 5 年未満が多く、兼任の有無ではセ
ンター長は附置されている児童養護施設長等との兼任が 78.5％であり、各職種にお
ける職歴は多彩であった。（２）相談ケースにおける市町村と児童相談所との役割分
担：49.4％が「児童相談所が専門性を最も必要とするケースを扱うが、市区町村と児
童家庭支援センターでは相談ケースにおける専門性による役割分担は、特に意識さ
れていない」というパターンを選択した。（３）市町村の求めに応ずる事業：63.3％
の 50 センターで実施しており、内容は福祉・保健・教育の領域にまたがる多彩な活
動状況であった。（４）児童相談所から指導措置を受託したケース：受託ありのセン
ターが全体の約 70％で、受託したケースの種別は養護と虐待で約 90％を占めていた。
（５）里親等への支援のための活動：里親への支援を行っているセンターは全体の
53.2%、検討中は 12.7％であった。（６）関係機関等との連携・連絡調整：要保護児
童対策地域協議会への何らかの参加は 98.7％であった。  
４．考察  
2004 年および 2008 年の児童福祉法の改正を背景として児童家庭支援センター設
置運営要綱は、2009 年に大きく改定され児童家庭支援センターの位置づけが大きく
変化した。しかし、今回の現況調査によって全国の児童家庭支援センターの活動は、
それぞれの地域の要請に応えながら幅広く展開されており、必ずしも設置運営要綱に
沿ったものではないことが明らかとなった。今回の調査結果を基にして、社会的養護
における児童家庭支援センターの果たすべき役割についてさらに研究を進めたい。  
５．その他  
・本研究を予備調査として位置付け、今後 3 年間科研費による研究として継続する。 
・第 15 回子ども家庭福祉学会にて発表する予定である。  
  
